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大都市東京にあっては、コミュニティの形態が内的に分化し、多様なコミュニティのタイ
プが存立していること、それ故、都市の社会変動もそれぞれのコミュニティによって現れ
方が異なっていることを検証するものである。もとより、これは一つの試論に過ぎず、ご
検討を切にお願いしたい。 
その上で、第五章では、現代における都市社会形成に欠くことのできない都市政策の問
題を、コミュニティ形成・まちづくりをめぐる都市の住民・市民活動、運動を側面から支
援してきたコミュニティ政策の問題を取り上げ検討した。第四章のコミュニティの事例分
析でもふれているが、1980 年代の東京の都市社会変動を誘導し、否、むしろ形成したとも
言えるような国および都、それに追随した区市町村の都市政策は、それまで積み上げてき
た住民・市民によるコミュニティ形成・まちづくり活動、運動を根底から突き崩したと筆
者は考えている。1979 年に誕生した鈴木都政において東京都生活文化局内に新設されたコ
ミュニティ文化部は、1998 年に改組されるが、実質的終焉は、1980 年代中期の四全総、首
都改造計画、マイタウン構想が推し進められた時期であったと言えよう。先にもふれたよ
うに、この時期、国も都もそして区市町村もこぞって都市再開発事業を推進し、これに伴
い「東京一極集中」は一層進み、結果として都心地域を中心に地価が高騰し、それは全国
に波及していった。それにも拘わらず、2000 年以降以降進められている「都市再生事業」
は、国家政策として推し進められており、これに伴い第四章の事例分析で明らかなように、
新たなコミュニティ問題が顕在化している。そうであればこそ、あらためて都市の住民・
市民の主体的なコミュニティ形成・まちづくり活動、運動の必要性が問われているし、こ
うした視点からの都市政策が重要になってきているのである。第五章に入って都市政策を
論じるのは、やや唐突の感もあろうが、都市とりわけ大都市が多様かつ能動的な自立した
住民・市民の集合体であることを考えれば必然的に現代都市研究は政策論と結びつかざる
を得ない。その視点が大都市コミュニティ研究には重要であることを明らかにした。この
ことはすでに磯村英一をはじめとする多くの先学によって論じられており、その遺産を正
しく継承すべきだと、申請者は考えている。 
終章では、まずこれまで本論で用いてきた基礎概念、分析枠組みについての整理をあら
ためて行い、大都市研究における「コミュニティ研究」の意義と役割について総括した。
本論文では、分析対象である「東京」を、大都市なかんずく巨大都市と位置づけたが、1990
年代とくに 1995 年以降のグローバル化の進展により、あらためて巨大都市の意味が問われ
ている。とりわけ 21 世紀のアジア、発展途上国においては「巨大都市化」が進むと予想さ
れており、巨大都市の孕む問題性は、東京同様、否、それ以上に大きな困難をかかえてい
る途上国においては深刻である。この点からも大都市のコミュニティ研究の重要性を指摘
しつつ、その上で今後の大都市コミュニティ研究の課題に言及した。 
 
 
 
 
 
 
 
